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平成２１年度９月補正予算の概要

一 総 括

（一般会計） （単位：千円、％）

既 定 予 算 額 ９月補正予算額 計 (A)/(B)区 分 H20.9月現計予算額

(A) (B)

総 額 474,688,699 16,952,628 491,641,327 438,220,725 112.2

二 主要事業

( は地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業)○経

( は地域活性化・公共投資臨時交付金事業)○公

( は国の交付金等を活用した基金の設置・積立及び基金事業)○基

( は国庫補助事業または国庫委託事業)○補

燃料電池実用化研究推進事業費 22,600千円○経

県内における燃料電池関連産業の育成、技術者の養成を図るため、燃料電池ナノ材料研究センタ

ーに併設する共同研究スペースにおいて、燃料電池の実用化に向けた研究開発を推進する。

事業内容 流体解析システムの整備

既定予算額 10,316

補 正 額 22,600

計 32,916

太陽光発電設備率先導入事業費 105,900千円○経

やまなしグリーンニューディール計画を推進するため、県が率先して県有施設に太陽光発電設備

を整備する。

整備箇所 県庁北別館 東山梨合同庁舎 産業技術短期大学校

○情報通信技術活用生涯学習推進事業費 29,340千円○補 新

県民の生涯学習環境の向上を図るため、インターネットを利用して、生涯学習推進センター等で

実施する講座を学ぶことのできるシステムを構築する。

(財源：全額国庫補助金)
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携帯電話不感地域解消事業費補助金 14,308千円○○○補 経 公

地域住民等の利便性の向上や社会経済活動の基盤整備を図るため、携帯電話の不感地域を解消す

る事業に対し助成する。

補助先 事 業 内 容 事業費 補 助 率 補助額

○甲府市 伝送路の整備 18,000 県1/3 市町村1/3 事業者1/3 6,000新

○山梨市 携帯電話基地局の整備 10,385 国10/15 県2/15 市町村3/15 8,308新

計 28,385 14,308

鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金 30,000千円○経

高齢者、障害者等の移動の円滑化を促進するため、鉄道駅のバリアフリー化事業に対し助成す

る。

補 助 先 ○甲州市新

事業内容 塩山駅へのエレベーター及び連絡通路の整備

補 助 率 県1/2 市町村1/2

既定予算額 30,000

補 正 額 30,000

計 60,000

消費者行政活性化基金事業費 33,800千円○基

消費者の消費生活における被害を防止し、その安全を確保するための事業を実施する。

事業内容 消費生活相談員等レベルアップ事業 消費生活相談窓口高度化事業

食品表示・安全機能強化事業 消費者教育・啓発活性化事業等

既定予算額 12,000

補 正 額 33,800

計 45,800

県庁舎耐震化等整備事業費 14,000千円○

県庁舎の耐震化等整備事業として、防災拠点機能を備えた防災新館をＰＦＩ事業により整備する

とともに、第一南別館について将来復元可能なレベルの詳細な記録保存調査を行う。

1 ○防災新館整備等事業費(債務負担行為)新

期 間 22～39年度

限 度 額 20,000,000

2 第一南別館記録保存調査費 14,000○経
既定予算額 3,000

補 正 額 14,000

計 17,000

○公立大学法人評価委員会運営費 350千円○ 新

県立大学の地方独立行政法人化に向け、中期目標等の策定に関する審議や法人化後の業務実績の

評価等を行うため、委員会を設置する。
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○高校生修学支援基金積立金 32,642千円○基 新

経済的理由により修学が困難となる高等学校等の生徒の増加が見込まれることにかんがみ、基金

を設置する。

私立高等学校授業料減免事業費補助金 3,200千円○基

経済的理由により修学が困難となる高等学校の生徒の増加が見込まれることにかんがみ、高校生

修学支援基金を活用し、授業料減免を行う私立高校に対する補助金について予算額を増額する。

既定予算額 19,152

補 正 額 3,200

計 22,352

高校生修学支援基金事業費補助金 29,400千円○基

経済的理由により修学が困難となる高等学校等の生徒の増加が見込まれることにかんがみ、高校

生修学支援基金を活用し、高校生奨学資金貸付事業を実施する(財)みどり奨学会に対する補助金に

ついて予算額を増額する。

○全国瞬時警報システム整備事業費 258,000千円○補 新

県民の安全・安心の確保を図るため、緊急地震速報、弾道ミサイル情報等の緊急情報を県民に瞬

時に伝達するシステム(Ｊ－ＡＬＥＲＴ)を整備する。

1 県システム整備事業費(財源：全額国庫補助金) 2,500

2 市町村システム整備事業費補助金 255,500

補助率 国10/10

○傷病者搬送・受入れ実施基準策定事業費 2,300千円○ 新

消防機関による搬送及び医療機関による受入れの迅速かつ適切な実施を図るため、傷病者の搬送

及び受入れの実施に関する基準を策定する。

事業内容 協議会の開催

○住宅手当緊急特別措置事業費 49,716千円○補 新

離職者が安心して就職活動を行うことができるよう、住宅手当の支給や就労支援を行う。

(財源：全額国庫補助金)

1 住宅手当給付事業費 46,716

対 象 者 住居を喪失した者または喪失するおそれのある離職者

限 度 額 月額36,900円

2 就労支援員設置費 3,000

支援員数 2人

生活福祉資金貸付事業推進費補助金 370,000千円○○補 経

低所得者、障害者等の経済的自立を支援するため、生活に必要な資金の貸付けを実施する県社会

福祉協議会に対し助成する。

補 助 率 国10/10
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○臨時特例つなぎ資金貸付事業費補助金 31,000千円○補 新

生活に困窮している離職者を支援するため、公的給付等を申請してから受給するまでの間のつな

ぎ資金の貸付けを実施する県社会福祉協議会に対し助成する。

補 助 率 国10/10

○社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金積立金 1,035,027千円○基 新

社会福祉施設等の耐震改修等を促進することにより、災害時における安全の確保を図るため、基

金を設置する。

○社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金事業費補助金 674,000千円○○基 公 新

社会福祉施設等の耐震改修等を促進することにより、災害時における安全の確保を図るため、耐

震化事業等に対し助成する。

補 助 率 国2/4 県1/4 事業者1/4

介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業費補助金 30,000千円○基

介護保険法に基づく介護施設等の安全を確保するため、特別養護老人ホーム等のスプリンクラー

整備に対し助成する。

補 助 率 国10/10

既定予算額 323,000

補 正 額 30,000

計 353,000

安心こども基金積立金 1,002,524千円○基

子どもを安心して育てることができるよう、保育サービス等の充実、地域子育て支援、ひとり親

家庭や児童養護施設入所児童等への支援を行うための事業を実施するため、基金に積み立てを行

う。

安心こども基金事業費 211,800千円○○基 経

子どもを安心して育てることができるよう、保育サービス等の充実、地域子育て支援、ひとり親

家庭や児童養護施設入所児童等への支援を行う。

既定予算額 159,000

補 正 額 211,800

計 370,800
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高等技能訓練促進費等事業費 40,000千円○基

母子家庭の雇用の安定と就業の促進を図るため、高等技能訓練促進費給付金の支給額の引

き上げ、支給期間の延長を行う。

交 付 先 雇用に有利な資格取得のため２年以上修業(修学)する母子家庭の母

交 付 額 市町村民税課税世帯 月額 70,500円 (現行 51,500円)

市町村民税非課税世帯 月額141,000円 (現行 103,000円)

支給期間 修業期間の全期間 (現行 修業期間の1/2)

既定予算額 1,646

補 正 額 40,000

計 41,646

障害者自立支援対策臨時特例基金積立金 700,000千円○基

障害者自立支援法に基づく制度の円滑な運用を図るための事業を実施するとともに、福祉及び介

護を担う人材の確保を図るための事業を実施するため、基金に積み立てを行う。

障害者自立支援対策臨時特例基金事業費 118,600千円○基

障害者自立支援法に基づく制度の円滑な運用を図るための事業を実施するとともに、福祉及び介

護を担う人材の確保を図るための事業を実施する。

事業内容 福祉・介護人材マッチング事業 キャリア形成訪問指導事業

福祉・介護職員処遇改善事業

既定予算額 634,190

補 正 額 118,600

計 752,790

○放射線治療機器緊急整備事業費補助金 340,000千円○経 新

質の高いがん医療の提供体制を確保するため、リニアック(放射線治療機器)の整備等に対し助成

する。

補 助 先 富士吉田市立病院(がん診療連携拠点病院)

補 助 率 機器整備 県1/2 市1/2

施設整備 県1/3 市2/3

○看護職員需給計画策定事業費 1,199千円○補 新

看護職員の確保を促進するため、平成22年度に新たな看護職員需給計画を策定する。

事業内容 検討委員会の設置 需給調査

計画期間 平成23～27年

(財源：全額国庫補助金)

○地方独立行政法人山梨県立病院機構出捐金 2,900,000千円○ 新

地方独立行政法人の設立に際して必要な退職給付引当金や資本金その他の財産的基礎を確保する

ため、山梨県立病院機構に出捐する。
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○県立病院医師宿舎建設事業費 240,000千円○経 新

県立病院における研修環境を充実し、若い医師を確保するため、単身用の医師宿舎を整備する。

不妊治療助成事業費 34,000千円○○補 経

不妊治療の経済的負担を軽減するため、特定不妊治療に係る医療費に対する助成額を引き上げ

る。

対 象 者 体外受精又は顕微授精による不妊治療を受けている者

限 度 額 １回 150,000円 (現行 100,000円) 年２回まで

既定予算額 68,180

補 正 額 34,000

計 102,180

(財源：全額国庫補助金)

新型インフルエンザ対策事業費 12,000千円○経

新型インフルエンザのウイルス検査体制を強化するため、遺伝子検査機器を整備する。

○がん検診受診促進事業費 11,240千円○補 新

がん検診受診率の向上を図るため、がん予防の推進に賛同する企業等と協働して啓発活動を実施

する。

事業内容 企業等による「がん予防サポートチーム」の設置 テレビ等による広報

(財源：全額国庫委託金)

森林整備加速化・林業再生基金積立金 1,400,000千円○基

間伐等の森林整備の加速化と間伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業等の地域産業の再生

を図るため、基金に積み立てを行う。

既定予算額 500,000

補 正 額 1,400,000

計 1,900,000

森林整備加速化・林業再生基金事業費補助金 386,900千円○基

間伐等の森林整備の加速化と間伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業等の地域産業の再生

を図るための事業に対し助成する。

事 業 内 容 地域協議会運営事業 間伐事業 林内路網整備事業

里山再生対策事業 高性能林業機械導入事業

木造公共施設等整備事業 間伐材安定供給コスト支援事業
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森林整備地域活動支援基金積立金 94,753千円○基

森林の集約化及び施業の効率化が図られるよう、境界の明確化等を行うため、基金に積み立てを

行う。

既定予算額 40,000

補 正 額 94,753

計 134,753

森林整備地域活動支援交付金 54,000千円○基

森林の集約化及び施業の効率化が図られるよう、境界の明確化等を行うための事業に対し助成す

る。

事業主体 森林所有者等

交 付 率 国10/10

既定予算額 50,184

補 正 額 54,000

計 104,184

○グリーンニューディール基金積立金 646,000千円○基 新

低炭素社会の実現と経済の活性化の両立を目指すやまなしグリーンニューディール計画等

を推進するため、基金を設置する。

○微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等対策事業費補助金 4,000千円○基 新

微量ＰＣＢの適正な処理を推進するため、ＰＣＢに汚染されているおそれのある電気機器

を有する民間事業者が実施するＰＣＢ混入検査に対し助成する。

補 助 率 国1/2 民間事業者1/2

○大気汚染物モニタリング調査機器整備事業費 41,000千円○経 新

大気汚染状況の監視体制の強化を図るため、測定機器の更新を行う。

事 業 内 容 ガスクロマトグラフ質量分析装置等の更新

商工業振興資金貸付金 2,697,382千円○

中小企業者の資金需要に応えるため、融資枠の拡大を行う。

融 資 名 経済変動対策融資

融 資 枠 15,000,000(現行 10,000,000)

商工業振興資金
25,000,000(現行 20,000,000)

総 融 資 枠

○甲州ワイントップセールス事業費 2,800千円○経 新

甲州ワインのＥＵ諸国における認知度向上、販路開拓を図るため、英国・ロンドンにおい

てトップセールスを実施する。
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中小企業事業化サポート事業費 5,500千円○経

中小企業者が抱える経営革新、販路開拓、研究開発等における課題解決を図るため、事業

化までを総合的に支援する。

1 事業化サポート専門家チーム派遣事業費 4,500

委 託 先 (財)やまなし産業支援機構

既定予算額 7,900

補 正 額 4,500

計 12,400

2 中小企業市場開拓支援事業費補助金 1,000

補 助 先 (財)やまなし産業支援機構

事 業 内 容 市場調査の実施等

補 助 率 県2/3 企業1/3

既定予算額 3,000

補 正 額 1,000

計 4,000

緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費 180,000千円○基

離職を余儀なくされた者に対し、次の雇用機会が確保されるまでの間のつなぎ的な就業機

会の創出を図るため、直接雇用や民間への委託事業等を実施する。

ふるさと雇用再生特別基金事業と合わせた雇用創出規模

1,850人(6月補正後見込み 1,700人)

県直接雇用・委託事業費

既定予算額 900,000

補 正 額 180,000

計 1,080,000

産業集積促進助成金 77,649千円○経

産業集積の促進及び雇用の創出を図るため、県内に立地して事業を開始した製造業者等に対し、

助成金を交付する。

既定予算額 800,000

補 正 額 77,649

計 877,649

○市町村工場等用地整備事業費補助金 8,800千円○経 新

本県への企業立地を促進するため、工場等用地整備事業を行う市町村等に対し、借入金利子相当

額を助成する。

補 助 先 韮崎市 中央市

補 助 率 県10/10

○やまなし道の駅周遊観光促進事業費補助金 28,000千円○経 新

観光客の周遊を促進するため、道の駅等に観光情報端末を設置する事業に対し助成する。

補 助 先 (社)やまなし観光推進機構

設置箇所 25箇所
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○携帯電話観光情報提供事業費 100,000千円○補 新

旅行者の利便性の向上を図り、周遊・滞在型観光を推進するため、路線バスの運行状況や現在地

周辺の観光情報を携帯電話で取得できるシステムを構築する。

(財源：全額国庫補助金)

○富士北麓広域周遊観光駐車場整備事業費 48,000千円○経 新

富士スバルラインの渋滞解消と富士北麓地域における広域周遊観光の推進を図るため、拠点とな

る駐車場を整備する。

事業内容 環境影響評価 概略設計

果樹試験場試験研究費 7,000千円○経

本県ぶどうの品質向上を図るため、ぶどうの着色不良の分析に係る試験研究機器を整備する。

事業内容 定量ＰＣＲ測定器の設置

○畜産試験場施設等整備費 48,000千円○経 新

周辺環境との調和を図り、良好な試験研究環境を確保するため、堆肥化施設を整備する。

○定時制高校施設整備費 13,100千円○経 新

施設が老朽化している中央高校の敷地内の測量を行う。

○競技用備品購入費 6,300千円○経 新

体操競技の競技力向上を図るため、高度な演技に対応できる備品等を整備する。

整備内容 体操競技用組み立て式ゆか 跳馬競技用マット

○緑が丘スポーツ公園改修費 76,000千円○経 新

施設の良好な利用環境を維持するため、屋内プールを改修する。

○甲府城跡櫓門整備事業費 34,400千円○補 新

甲府城跡の保存活用を図るため、復元が可能な鉄門を整備する。

事業内容 基本・実施設計 復元検討委員会の設置

(財源：地域自立・活性化交付金4.5/10)

○携帯電話位置情報通知システム改修事業費 23,100千円○経 新

携帯電話による110番通報者の位置を瞬時に把握し、迅速かつ的確な通信指令を行うため、システ

ム改修を行う。
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〔 公 共 事 業 費 〕
(単位：千円)

区 分 既定予算額 ９月補正予算額 計

森 林 環 境 12,940,078 1,362,132 14,302,210

農 政 11,398,649 11,398,649

県 土 整 備 55,425,203 285,535 55,710,738

79,763,930 81,411,597森林農政県土 計 1,647,667

教 育 委 員 会 33,000 33,000

一 般 公 共 計 79,763,930 1,680,667 81,444,597

災 害 復 旧 費 2,075,950 2,075,950

合 計 81,839,880 1,680,667 83,520,547


